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第１ 企画政策係

１ 企画立案

⑴ 長期総合計画に係る事業

ア 長期総合計画策定本部

第５次基本構想・前期基本計画の推進に向け、市長、副市長、教育長及び部長職者で構

成する庁内組織において、長期総合計画に関する必要事項の検討を行った。（開催日 ５．

１７、７．２７、８．３１、３．２８）

イ 長期計画審議会

長期計画審議会条例に基づき、令和５年１月２７日に長期計画審議会を設置し、第５次

小金井市基本構想・前期基本計画の目標達成に向け、市が実施する令和４年度施策評価に

係る外部評価について審議を行った。

（長期計画審議会は、公募市民５人、学識経験者２人、関係団体が推薦する者５人、教

育委員会の委員１人、農業委員会の委員１人、関係行政機関の職員１人で構成）

⑵ 新庁舎建設に係る事業

ア 庁舎等複合施設庁内検討委員会

市長、副市長、教育長及び部長職者で構成する庁内組織において、庁舎等複合施設建設

に係る諸問題について検討を行った。

イ 庁舎等建設に関する協議会  
市長が着工可能な成案を得られるよう、市長と市議会との意見交換を通じて庁舎等複合

施設建設事業の進捗をはかるため論点を整理することを目的として、庁舎等建設に関する

協議会を開催した。  

回 数 開催日 議 題

第１回 １．２７

１ 委員の委嘱及び市長挨拶

２ 会長及び職務代理者について

３ 諮問について

４ 会議の運営等について

５ 基本構想・基本計画について

６ 施策評価について

７ 今後のスケジュールについて

第２回 ３．２３
１ 令和４年度の施策評価について  
２ その他

回 数 開催日 議 題

第２４回 ４．１２ 新庁舎・（仮称） 新福祉会館建設 実施設計図【概要版】

第２５回 ５．１０ 庁舎等建設に関する協議会

第２６回 ５．２４ 第２回庁舎等建設に関する協議会

第２７回 ７．２７ 第５回庁舎等建設に関する協議会

第２８回 １１．１ 庁舎等建設に関する協議会

第２９回 １．２４
庁舎等複合施設建設事業のスケジュールについて

※第５２回庁議と同時開催

回 数 開催日 議 題

第１回 ５．１０ 小金井市庁舎等複合施設建設事業の今後の進め方について

第２回 ５．２６ 小金井市庁舎等複合施設建設事業の今後の進め方について
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⑶ 公共施設等総合管理計画に係る事業

公共施設等の全体を把握し、長期的な視点を持って、更新、統廃合、長寿命化等を計画的

に行うことにより、財政負担を軽減し、及び平準化するとともに、公共施設等の最適な配置

等に関する今後の方向性を示すため、平成２９年３月に策定した公共施設等総合管理計画（令

和４年３月改定）の推進を図った。

また、新庁舎・（仮称）新福祉会館建設に伴い、今後の市役所庁舎等の移転により生じる本

庁舎跡地、本町暫定庁舎敷地、保健センター敷地及び貫井北町文書倉庫敷地（以下「跡地等」

という。）の有効な活用方法の方向性を定めるため、市民及び民間事業者の意見、行政課題を

把握するとともに、跡地等の活用における基本的な考え方を定め、各跡地等の特性を考慮し

た個別の活用方法について庁舎等複合施設建設に伴う跡地等活用庁内方針を策定した。

ア 公共施設等総合管理計画策定推進本部

市長、副市長、教育長及び部長職者で構成する庁内組織において、２回にわたり計画の

進行管理等を行った。

回 数 開催日 議 題

第３９回 ９．１３
庁舎等複合施設建設に伴う跡地活用に関する市民アンケートの

実施について

第４０回 ３．２８ 庁舎等複合施設建設に伴う跡地等活用庁内方針（案）について

イ 庁内方針策定に当たり、市民アンケート等を実施した。

名 称 実施期間 内 容

庁内意向調査
８．４～

９．２６

庁内における跡地等の活用意向を確認するため、

庁内の全課に調査を実施した。

１５課、１８機能について回答があった。

市民アンケート
９．２２～

１０．１１

跡地等の活用方法等について、満１６歳以上の市

民から無作為抽出した２，０００人を対象に市民

アンケートを実施した。

回答者数：６６７人（３３．３５％）

民間事業者ヒアリング
１１．２８～

１．１３

跡地等についての民間事業者からみた活用価値、

官民連携の事業手法の可能性等を把握しながら検

討を進めていくため、民間事業者１０者にヒアリ

ングを実施した。

⑷ 市民参加推進会議の開催

市民参加条例の適正な運用状況等を審議するため、市民参加推進会議を３回開催した。

第３回 ６．３ 小金井市庁舎等複合施設建設の設計、時期、コストについて

第４回 ６．１７ 小金井市庁舎等複合施設建設の設計、時期、コストについて

第５回 ７．２７

１ 浸水対策について

２ 小金井市庁舎等複合施設建設の設計、時期、コストにつ

いて

第６回 ８．１５ 小金井市庁舎等複合施設建設の設計、時期、コストについて

第７回 ８．２４ 小金井市庁舎等複合施設建設の設計、時期、コストについて  
第８回 ９．２０ 小金井市庁舎等複合施設建設の設計、時期、コストについて  
第９回 ９．２７ ※非公開 

第１０回 １０．２８ 小金井市庁舎等複合施設建設の設計、時期、コストについて  
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回 数 開催日 議 題

第６３回

（第８期）
４．１５

１ 今期（第８期）の提言に向けて

２ その他

第６４回

（第８期）
６．２７

１ 今期（第８期）の提言について

２ 提言に対する市長意見について

３ 次期（第９期）の市民参加推進会議について

４ 市民参加条例対象附属機関等設置状況等について

５ 今期（第８期）の市民参加推進会議のまとめ

第６５回

（第９期）
１２．１２

１ 委嘱状の交付

２ 正副委員長の互選について  
３ 市民参加条例の概要について  
４ 市民参加推進会議の運営等について  
５ 市民参加条例運用状況等について  
６ 前期（第８期）の市民参加推進会議について

７ 今期（第９期）の検討について  

⑸ 総合教育会議の開催

地方教育行政の組織及び運営に関する法律に基づき、会議を開催した。

回 数 開催日 議 題

第１回 ３．２８

１ 新型コロナウイルス感染症に係る市の対応について

２ 子どもオンブズパーソンの実施状況について

３ 小学校の校舎増改築について

４ 教育委員会事業に係る令和４年度総括及び令和５年度展望

について

５ 小金井市教育・文化の振興に関する総合的施策の大綱につ

いて

⑹ 市イメージキャラクター広報活動

市内のイベント等で着ぐるみを７回使用し、周知活動を行った。「イメージキャラクター着

ぐるみサポーター制度実施要綱」に基づくサポーター登録人数は１４人（３月末現在）で、

イベントでのサポーター利用件数は１件であった。

２ 庁 議

庁議に関する規則に基づき、行政運営に関する重要事項を審議し、その方針を策定するとと

もに、各行政分野の総合調整を行い、もつて行政の能率的遂行を図るため、庁議を６２回開催

した。（開催日 原則毎週火曜日）

３ 自治体ＤＸ推進

⑴ 自治体ＤＸ推進に係る事業

デジタル技術を活用し、市民サービスの利便性向上及び行政における業務の効率化を実現

するため、本市におけるＤＸ推進に向け、豊富な経験と専門的知見を有する外部人材を活用

し、小金井市ＤＸ推進本部において、次のとおり策定した。

ア 小金井市ＤＸ推進全体方針

イ ＤＸ推進におけるアクションプラン

⑵ 小金井市ＤＸ推進本部

副市長、教育長及び部長職者で構成する庁内組織であり、ＤＸ推進に向けて次の内容につ

いて審議を行った。
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回 数 開催日 議 題

第７回 ５．１０ 小金井市ＤＸ推進全体方針策定の進め方について 等

第８回 ７．１３ 小金井市ＤＸ推進全体方針（案）について

第９回 ７．２０ 庁内ネットワークの更新について

第１０回 ７．２７ 庁内ネットワークの更新について  
第１１回 ８．３ 庁内ネットワークの更新について  
第１２回 ９．２７ 小金井市ＤＸ推進全体方針について

第１３回 １０．４ 小金井市ＤＸ推進全体方針について  

第１４回 １０．１１  小金井市次期住民情報システムの導入に向けた基本計

画について  

第１５回 １２．２７  小金井市ＤＸ推進全体方針に基づくアクションプラン

について 

第１６回 １．３１ 「オンラインによる転出届・転入（転居）予約」への

対応について  

第１７回 ３．２８ 小金井市ＤＸ推進全体方針に基づくアクションプラン

の策定について  
※第１回～第６回は、令和３年度に情報システム課において開催した。

４ 行政経営

⑴ 組織改正

組織改正に係る関係例規の改正

名 称 施行月日

小金井市組織規則の一部改正 ４．１、１．１３

小金井市事務決裁規程の一部改正 ４．１、１．１３

小金井市副市長事務分担規則の一部改正 ４．１

⑵ 行財政再建推進本部会議

回 数 開催日 議 題

第３７１回 ４．５ （仮称）小金井市行財政改革２０２５策定に係る職場

協議の実施について

第３７２回 ４．１９ 「行政評価に係る事務事業の抽出」の実施について

第３７３回 ４．２６ 「（仮称）小金井市行財政改革２０２５素案の（案）及

びパブリックコメントの実施」について

第３７４回 ５．１０ 小金井市行財政改革２０２５策定に係る職場協議の結  
果報告について 等 

第３７５回 ５．２４ 行政評価システムの試行的導入について  
第３７６回 ６．７ 令和４年度職員１人当たりの人件費について 等

第３７７回 ７．６ 行財政改革２０２５（案）に対するパブリックコメン

トの検討結果（案）について  

第３７８回 ７．１３ 行財政改革２０２５（案）に対するパブリックコメン

トの検討結果について  
第３７９回 ８．１０ 第１０期行財政改革市民会議答申について 等 
第３８０回 ８．１７ 行財政改革２０２５（案）について  
第３８１回 ８．３１ 事務事業評価の結果について 等 
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第３８２回 ９．２０ 小金井市行財政改革２０２５の推進について  
第３８３回 １２．６ 令和４年度改善改革運動実施方針（案）について  

第３８４回 ２．１４ 事務事業評価の改善提案に対する奨励制度について

（案） 等 

第３８５回 ２．２１ 事務事業評価の改善提案に対する奨励制度について

等 

第３８６回 ２．２８ 令和４年度事務事業評価に対する本部評価について

等 
第３８７回 ３．７ 新たな定員管理計画の方向性（案）について  

第３８８回 ３．１４ 令和４年度事務事業評価の改善提案に対する本部判定

について 
第３８９回 ３．２８ 令和４年度施策評価の外部評価結果について  

⑶ 第１０期小金井市行財政改革市民会議

回 数 開催日 議 題

第７回（全体会） ５．１２ 小金井市行財政改革２０２５（案）について 等

第８回（全体会） ６．２４ 小金井市行財政改革２０２５（案）について 等

第９回（全体会） ７．２７
小金井市行財政改革２０２５（案）に対する意見及び

検討結果について 等 

⑷ 第１期小金井市行財政改革審議会

回 数 開催日 議 題

第１回 １．１７ 委嘱状の交付 等

第２回 ３．２７ 新たな定員管理計画の方向性について（案） 等

⑸ 休日窓口取扱件数 （単位：件）

市民課 保険年金課 納税課 子育て支援課 合 計

４，８８５ ６２０ ７５ １７０ ５，７５０

⑹ 改善改革運動（ＣｏＣｏからチャレンジ・こがねい（略称：ＣｏＣｏチャレ））

行財政改革の推進に向けた職員の意識改革を進めるために、職員一人ひとりが日々の業務

を見直すことで自ら積極的に課題解決に取り組み、その経験を職場及び庁内で共有して職場

風土を改善していくとともに、市民サービスの更なる向上、業務の効率化等を図ることを目

的として、改善取組実施者の支援及び表彰式の開催等を含む改善改革運動を実施した。

取組募集期間 １２．６～１．１３

改善取組数 １８取組（うち最優秀取組 １件、優秀取組 ３件、奨励取組 １件）

表彰式開催日 ３．２７

⑺ 行政評価

第５次基本構想・前期基本計画で掲げる２９の施策を点検評価することで市政運営全体を

進捗管理する「施策評価」と、施策を達成するための具体的な事務事業を自己点検すること

で改善策の気づきを得る「事務事業評価」からなる行政評価システムを、市議会との合同勉

強会での検討を経て導入し、新たな行政評価の試行実施を開始した。

ア 施策評価

実施期間 ６．６～６．２７

対象事業 全２９施策
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イ 事務事業評価

実施期間 ６．１～６．２２

対象事業 ２９事業

判定結果 奨励 ３事業、承認 ２６事業
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第２ 男女共同参画室

１ 男女共同参画の推進

⑴ 男女平等推進審議会の開催  
男女平等に係る諸課題を審議するため、男女平等推進審議会を４回開催した。

回 数 開催日 議 題

第２回

（第１０期）
７．１２

１ 男女共同参画施策の推進について

２ 第６次男女共同参画行動計画推進状況調査結果について

第３回

（第１０期）
１０．２４

１ 男女共同参画施策の推進について

２ 第６次男女共同参画行動計画推進状況調査結果について

第４回

（第１０期）
１．１３

１ 男女共同参画施策の推進について

２ 第６次男女共同参画行動計画の推進について（提言案）

第５回

（第１０期）
３．１３

１ 男女共同参画施策の推進について

２ 第６次男女共同参画行動計画の推進について（提言案）

⑵ 国内研修事業参加補助金交付

０件

⑶ 男女平等に関する苦情・相談申出

０件

２ 男女共同参画の啓発

⑴ 第３６回こがねいパレットの開催

ア 開催内容

開催日 １１．２７ 場 所 市民会館萌え木ホール

テーマ
Ⅰ（愛）あるコミュニケーション

～自分も相手も尊重する伝え方～

内 容
１ 渡辺由美さんによる講演

２ こがねいパレットに賛同する団体の紹介

参加人数 ２６人

イ 「第３６回こがねいパレット記録集」の発行

令和５年３月 ４００部

⑵ 男女共同参画情報誌「かたらい」第５６号・第５７号の発行

号 数 内 容（特別企画、特集） 発 行

５６号 「ＬＧＢＴＱ＋」～それぞれの性～
令和４年９月

２，５８０部

５７号 多様な働き方への支援
令和５年３月

１，９００部

⑶ 男女共同参画シンポジウムの開催

開催日 ７．２ 場 所 市民会館萌え木ホール

テーマ 「ジェンダー平等」を知っていますか

内 容
治部れんげさん（東京工業大学リベラルアーツ研究教育院准教授）

による講演

参加人数 ２４人
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⑷ 女性総合相談事業の実施

実施方法 専門機関に委託 来所相談または電話相談

相談日時
原則、毎週金曜日と第２木曜日

午後１時３０分～４時３０分

相談場所 市民相談室

相談件数 １４２件

⑸ 再就職準備セミナーの実施

女性の再就職支援として、東京しごとセンター多摩と共催で開催した。

開催日 １２．１９ 場 所
小金井 宮地楽器ホール（小金井市民

交流センター）小ホール

テーマ 未来の私のために自分らしいライフプランと働き方を考えよう

内 容
１ 滝澤理砂さん（キャリアコンサルタント）による講演

２ 就職支援アドバイザーによる個別相談会（希望者のみ）

参加人数 ３６人（うち個別相談５人）

⑹ 男女平等都市宣言普及啓発冊子「新成人のみなさんへ」の発行 ７２９部（４課共同印刷）

⑺ ＤＶ防止普及啓発パネル展の開催

開催日 １１．１３～１１．２５ 場 所 第二庁舎正面玄関

内 容 ＤＶ防止普及啓発に係るパネル等の展示

⑻ 性の多様性への理解促進研修の実施

開催日 １０．３１ 場 所 市民会館萌え木ホール

テーマ 多様な性への理解の促進

内 容
渡辺大輔さん（埼玉大学教育機構基盤教育研究センター准教授）に

よる研修

参加人数 １５人

⑼ 性の多様性への理解促進講座の開催

開催日 １．２９ 場 所 市民会館萌え木ホール

テーマ 思春期世代のＬＧＢＴＱ～周囲の大人が出来ること～

内 容 星野慎二さん（認定ＮＰＯ法人ＳＨＩＰ理事長）による講演

参加人数 ２１人

⑽ 性の多様性への理解促進パネル展の開催

開催日 ３．１～３．１４ 場 所 第二庁舎正面玄関

内 容 性の多様性への理解促進に係るパネル等の展示

⑾ 若年層セクシャル・マイノリティ支援事業（事業参加後の数値）

ア 居場所事業

開催回数 ８回 場 所 連携自治体各施設

延べ参加人数 ７５人

イ 教育関係事業

開催回数 ８回 場 所 連携自治体学校等

延べ参加人数 ４３３人
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第１　財政係
　　１　予算

（単位：千円）

一 般 会 計 4. 3.28 46,688,000 46,688,000

   4. 3.28 149,941 46,837,941

※1   4. 6. 2 46,837,941

4. 6. 2 343,840 47,181,781

   4. 6.23 1,273,848 48,455,629

4. 6.23 218,835 48,674,464

4. 9. 1 42,130 48,716,594

4. 9.28 2,326,571 51,043,165

4. 9.28 81,150 51,124,315

 4.10. 7 969,140 52,093,455

 4.10.21 70,000 52,163,455

4.12.16 6,273 52,169,728

4.12.26 971,777 53,141,505

4.12.26 111,660 53,253,165

5. 2.17 122,273 53,375,438

5. 3.24 415,326 53,790,764

5. 3.24 7,369 53,798,133

国民健康保険 4. 3.28 10,426,977 10,426,977
特 別 会 計 4. 3.28 4,000 10,430,977

4. 9.28 183,556 10,614,533

4.12.26 798 10,615,331

5. 3.24 135,159 10,750,490
介 護 保 険 4. 3.28 8,861,767 8,861,767
特 別 会 計 4. 9.28 102,382 8,964,149

4.12.26 0 8,964,149

5. 3.24 △ 45,734 8,918,415
後 期 高 齢 者 4. 3.28 2,887,320 2,887,320
医療特別会計 4. 9.28 52,621 2,939,941

5. 3.24 32,705 2,972,646
下 水 道 事 業 4. 3.28 2,572,836 2,572,836
会 計 5. 3.24 △ 101,743 2,471,093

（注）※1については、議会報告日

　　　下水道事業会計の予算の規模は、支出予算の総額

(54,825,145)

(54,832,514)

(53,127,836)

(53,197,836)

(53,204,109)

(54,175,886)

(54,287,546)

(54,409,819)

(48,216,162)

(49,490,010)

(49,708,845)

(49,750,975)

(52,077,546)

(52,158,696)

事業費繰越財源 事業費繰越財源
充当額 充当込み額

(1,034,381)
(47,872,322)

補正予算額 予算現額

区　分 議決年月日 当初予算額 継続費及び繰越 継続費及び繰越
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　　２　地方交付税

　　（１）　総括

基準財政需要額 224,918

基準財政収入額 953,429

交 付 基 準 額 △ 728,511

交 付 額 △ 512,893

△ 58,033

　　（２）　基準財政収入額

（単位：千円）

区　　分 令和４年度（Ａ） 平成３年度（Ｂ） （Ａ）－（Ｂ）

普
通
交
付
税

18,495,766 18,270,848

18,711,384 17,757,955

△ 215,618 512,893

0 512,893

特 別 交 付 税 額 23,320 81,353

（単位：千円）

区　　分 金　　額

市 町 村 民 税 8,975,508

固 定 資 産 税 5,897,483

軽 自 動 車 税 50,671

軽 自 動 車 税 環 境 性 能 割 3,218

市 町 村 た ば こ 税 409,990

利 子 割 交 付 金 22,302

配 当 割 交 付 金 122,888

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 186,215

法 人 事 業 税 交 付 金 176,491

地 方 消 費 税 交 付 金 2,428,761

市 町 村 交 付 金 109,594

環 境 性 能 割 交 付 金 39,343

小　　　　計 18,422,464

地 方 揮 発 油 譲 与 税 41,357

自 動 車 重 量 譲 与 税 117,408

森 林 環 境 譲 与 税 13,325

小　　　　計 172,090

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 9,402

東日本大震災に係る特例加算額 32

地 方 特 例 交 付 金 107,396

合　　　　計 18,711,384
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　　（３）　基準財政需要額　 （単位：千円）

経　費　の　種　類 金　　額

個
別
算
定
経
費
（

公
債
費
除
き
）

消 防 費 1,638,336

土 木 費

道 路 橋 り ょ う 費 163,252

都 市 計 画 費

936,438

社 会 福 祉 費

142,054

公 園 費 81,864

下 水 道 費 149,720

そ の 他 の 土 木 費 168,241

教 育 費

小 学 校 費 567,731

中 学 校 費 224,200

そ の 他 の 教 育 費 721,012

3,059,216

保 健 衛 生 費 1,072,821

高 齢 者 保 健 福 祉 費 2,956,243

977,816清 掃 費

農 業 行 政 費 23,711

林 野 水 産 行 政 費 18,369

商 工 行 政 費 169,690

厚 生 費

生 活 保 護 費

総 務 費

徴 税 費 236,509

戸籍住民基本台帳費 168,372

地 域 振 興 費 669,199

産 業 経 済 費

地 域 の 元 気 創 造 事 業 費 437,943

人 口 減 少 等 特 別 対 策 事 業 費 421,365

地 域 社 会 再 生 事 業 費 54,824

地 域 デ ジ タ ル 社 会 推 進 費 61,418

臨 時 経 済 対 策 費 275,724

小　　　計 15,396,068

個
別
算
定
経
費
（

公
債
費
）

補 正 予 算 債 償 還 費 1,253

財 源 対 策 債 償 還 費 27,971

減 税 補 て ん 債 償 還 費 90,174

臨 時 財 政 対 策 債 償 還 費

2,119,900

816,072
東日本大震災全国緊急防止施策等債償還費 17,953

公 害 防 止 事 業 債 償 還 費 26,375

小　　　計 979,798

臨 時 財 政 対 策 債 振 替 相 当 分 0

合　　　計 18,495,766

包
括
算
定
経
費

人　　　口 2,102,087

面　　　積 17,813

小　　　計
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　　３　市債

　　４　収益事業

（注）収益金は、構成市の配分金の総計

（単位：千円）

区　　分 借　入　額 償　還　額 現　債　額
借 入 先 別 現 債 額

財　務　省 日 本 郵 政 そ　の　他

0 36,390

1,327,536 1,463,664 952,788 0

コミュニティ施設債 46,000 9,610 36,390 0

510,876

民 生 債 980,300 372,008 608,292 9,339 0 598,953

文化センター等事業債 2,791,200

0 1,130,479

衛 生 債 1,245,500 0 1,245,500 719,500 0

6,288,269 6,233,731 1,273,556 40,622

526,000

一 般 土 木 債 2,175,300 902,635 1,272,665 142,186

4,919,553

消 防 債 403,700 175,042 228,658 0 0 228,658

都 市 計 画 債 12,522,000

0 1,438,889

義務教育施設債 1,725,000 1,452,517 272,483 8,538 26,382 237,563

社会教育施設債 1,782,800 343,911 1,438,889 0

減 税 補 て ん 債 1,466,300 1,291,694 174,606 0 174,606 0

7,922,966 3,892,134 3,593,114 299,020 0

小　　計 36,953,200 20,086,188 16,867,012 6,699,021 540,630 9,627,361

臨時財政対策債 11,815,100

1,045,619 898,881 331,146 35,653 532,082

小　　計 1,944,500 1,045,619 898,881 331,146 35,653 532,082

下 水 道 債 1,944,500

収　益　金
（千円）

当市配分金
（千円）

合　　計 38,897,700 21,131,807 17,765,893 7,030,167 576,283

競艇事業組合

（江戸川）

10,159,443

（注）借入先の、財務省は旧大蔵省、日本郵政は旧郵政省・総務省・旧郵政公社からの借入を含む。

開 催 事 業
回数
(回)

日　数
（日）

入場人員
（人）

売　上　高
（円）

東京都十一市

13 55 23,744 25,723,950,400 330,000 30,000競輪事業組合

（京王閣）

東京都六市

12 116 180,619 52,433,553,700 120,000 20,000
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広 聴 係

秘 書 係

企画財政部

広報秘書課

広 報 係





第１ 広報係

１ 印刷刊行物

名 称 対象 発行回数 発行部数 その他

市報こがねい 市民

通常号

月 回

年 回

年間 部

原則は毎月 日・ 日に発行

タブロイド判

色 頁 回

カラー 頁・ 色 頁 回

配布部数 部（駅配布分含

む）

配布は、小金井市シルバー人材セン

ターに委託

発行・配布部数は、令和 年 月

日号～令和 年 月 日号

市勢要覧 市民 年毎

平成 年度作成分

部

無償配布 部

有償（１部 円）頒布 部

平成 年度作成分

部

無償配布 部

有償（１部 円）頒布 部

わたしの便利帳 市民 年毎
令和 年度作成分

部

転入者・希望者配布用

わたしの便利帳

地図
市民 随時

平成 年度作成分

部

転入者・希望者配布用

（ 部は防災・医療マップ用）

用

リーフレット

「小金井市はこ

んなところで

す。」

その

他
随時

令和 年度作成分

部

観光大使等を通じて、市内外に配布
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２ その他の広報活動

（１）掲示板による広報

掲示板設置数 １箇所あたりの利用状況

箇所 枚（年度間）

（２）声の広報

対象者 視覚障害者（１～６級）の方

月 別 合 計

デイジー 枚数

（利用者数）

枚数

（利用者数）

※ 令和 年 月 日号～令和 年 月 日号分

※ 利用者数は 日現在

（３）日刊紙掲載状況 （単位：本）

朝 日 毎 日 読 売 産 経 東 京 日 経 合 計

掲載日数

掲載件数

（４）記者会見

ア 対象（ 社）

朝日新聞社立川支局 毎日新聞社多摩総局

読売新聞社武蔵野支局 産経新聞社多摩支局

東京新聞立川支局 日本経済新聞社多摩支局

共同通信社立川支局 時事通信社

ＮＨＫ多摩報道室 ＭＸテレビ多摩ニュースセンター

都政新報社 Ｊ：ＣＯＭ東京 西エリア局
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イ 実施回数

定例４回（ 、 、 、 ）

ウ 内容

議案、予算（案）並びに重点施策など

３ 地域情報化 
（１）ホームページ 
ア ホームページの充実 

各課対応ホームページ管理システムの導入により、各課がホームページを通

じて直接情報発信できることで、情報の即時性を向上させている。 
また、アクセシビリティ・ユーザビリティを支援するための機能を導入し、

市民の利便性向上を図っている。 
アクセス件数 ９，９１９，６００件 

（前年比 ２，０１１，４１８件減） 
イ バナー広告 
（ア） 掲載事業者件数 ３件 
（イ） 歳入額 ６０６，０００円 
 

（２）地図情報システム 
ＡＳＰ方式による市民公開型の地図情報システムを、市ホームページ上より

利用できるようにし、コンテンツの充実を図っている。 
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第２ 広聴係 
 
１ 相談業務 

相 談・種 類 実 施 回 数（回） 相 談 件 数（件） 
市民相談 ２４３ １，１７０ 
外国人相談 ０ ０ 
法律相談 ９６ ５３２ 
人権・身の上相談 １３ １２ 
行政相談 １１ １２ 
税務相談 ２３ １１８ 
建築・登記・表示登記相談 １１ ４０ 
相続等暮らしの書類作成相談 １２ ４１ 
交通事故相談 １２ ２２ 
年金・労務相談 １１ ７ 
 
２ 広聴活動 
（１）町会・自治会 

町会・自治会の数 ７２団体 
連合会の数 ４団体 
加入世帯数 ２２，１４８世帯 

 
◎ 町会長・自治会長連絡会 

全体会 １回 （２．６） 
ブロック会 各１回 （７．４、７．１４、８．２３、１０．１７） 

 
◎ 市政だよりの発行 

１２回 （５４２号～５５３号） 
 
（２）ア 市民と市長の座談会（平成２８年度から実施） 

２回 （５．１５ ８人、５．２６ ７人 ） 
 

イ みんなのタウンミーティング（令和４年度から実施） 
３回 （１．２２ １８人、２．１７ ９人、 

３．１９ １９人 ） 
 
（３）市長への手紙 

調査期間 ４．６～４．２０ 
回答者数 ５１９人 （２６．０％） 

 

－ 24 －



（４）市民の声 ３８９件 
 
３ 平和推進事業 

 
４ 庁内案内業務 

年間案内件数 ３９，９２４件 
１日平均件数 １６４件 

 
 
 

事業名 と き ところ 内 容 参加者数（人） 

非核平和 
映画会 ８．１０ 

小金井 宮地楽

器ホール（小金

井市民交流セン

ター） 

「この世界の片隅に」 ４３ 
（定員１００） 

原爆写真 
パネル展 

①７．１２ 
～８．１５ 
②８．１０ 
～８．１５ 
 
 
③８．１ 
～８．１５ 

①第二庁舎１階

正面入口 
②小金井 宮地

楽器ホール（小

金井市民交流セ

ンター） 
③公民館緑分館 
 

原爆と人間展パネル、広

島・長崎原爆写真パネル 
を展示 

４８１ 

横断幕の 
掲 出 

７．１２ 
～８．１５ 市内５箇所 

「核兵器をなくして世界に平和を」 
「核兵器廃絶の国際条約締結で核兵器

のない地球を」 

原爆死没者 
への黙祷 

８．６ 
８．９  

原爆死没者の慰霊と世界の恒久平和を

祈念して１分間の黙祷を周知 

平和行事 
参加の旅 

８．５ 
～８．６ 広島市 新型コロナウイルス感染症の影響によ

り中止 

小金井平和の

日記念行事 ３．１１ 

小金井 宮地楽

器ホール（小金

井市民交流セン

ター） 

⑴ 平和作文コンクー

ル表彰式・作品朗読 
⑵ 平和音楽会 
演奏：Ｅｖｅｒｌｙ

（エバリー） 

７８ 
（定員１００） 
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　1　各種会議

場　　所

６ ． １ ホテルニューオータニ

５ ．１８ 湯本富士屋ホテル

４ ．２１ ５ ．２５ ７ ．２５

１ ．２６ ２ ．２４

８ ．２６ ホテル日航立川東京

７ ． ６ 東京自治会館

７ ． ６ 東京自治会館

４ ．２２ ホテル日航立川東京

３ ．２４ 書面開催

８ ．１０ 東京自治会館

１２ ．２７ 書面開催

５ ．２５ 東京自治会館東京市町村自治調査会評議員会

環 境 部 会

厚 生 部 会

東 京 都 市 町 村 協 議 会

東 京 都 副 市 長 会 議

第３　秘書係

会　　議　　名

東京自治会館

東 京 都 市 区 長 会 総 会

開　催　月　日

全 国 市 長 会 議

全国市長会関東支部総会

東 京 都 市 長 会 議
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情報システム係

情報システム課

企画財政部





第１第１第１第１    情報システム係情報システム係情報システム係情報システム係    

 

１ ＯＡ機器導入状況 

機器区分 台数 機器区分 台数 

ｸﾗｲｱﾝﾄ･ｻｰﾊﾞ･ｼｽﾃﾑ ｻｰﾊﾞ機 13 内部情報ｼｽﾃﾑ(庁内 LAN)ｸﾗｲｱﾝﾄ機 787  

ｸﾗｲｱﾝﾄ･ｻｰﾊﾞ･ｼｽﾃﾑ ｸﾗｲｱﾝﾄ機 58 基幹系システム ｻｰﾊﾞ機 6 

スタンドアローンコンピュータ 176 基幹系システム ｸﾗｲｱﾝﾄ機 232 

Ｗｅｂ系ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ ｸﾗｲｱﾝﾄ機 83 人事給与システム ｸﾗｲｱﾝﾄ機 17  

内部情報ｼｽﾃﾑ(庁内 LAN)ｻｰﾊﾞ機 12 ＯＣＲ 1 

 

２ 稼働システム・業務 

⑴ 情報システム課所管システム 

・住民情報システム     ・共通照会システム 

・印鑑登録システム     ・窓口連携システム 

・宛名管理システム     ・住民税システム 

・法人市民税システム    ・軽自動車税システム 

・固定資産税システム    ・公共施設予約システム 

・口座管理システム     ・国民健康保険税システム 

・収納管理システム     ・国民健康保険資格管理システム 

・滞納管理システム     ・国民健康保険滞納対策システム 

・税照会証明システム    ・国民健康保険給付管理システム 

・国民年金システム     ・前期高齢者システム 

・介護保険システム     ・介護収納システム 

・後期高齢システム     ・障害福祉システム 

・高齢福祉システム     ・児童育成手当システム 

・子ども手当システム    ・児童手当システム 

・医療助成システム     ・児童扶養手当システム 

・特別児童扶養手当システム ・飼犬管理システム 

・幼稚園補助金システム   ・児童その他手当システム 

・健康情報システム     ・就学援助システム 

・子ども・子育て支援システム・学童保育システム 

・学齢簿システム      ・人事給与システム 

・選挙システム       ・住民投票システム 

・団体内統合宛名システム  ・住民基本台帳ネットワークシステム 

・電子申請システム     ・コンビニ交付システム 

・電子調達システム     ・公的個人認証 

・Ｗｅｂ会議システム 

   

⑵ 担当課所管電算処理業務 

・法令検索業務       ・議会議事業務 

・戸籍業務         ・生活保護業務 

・母子父子福祉資金貸付業務 ・国保総合業務 

・小口融資あっせん支援業務 ・給排水管施設維持管理業務 
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